
補助内容

充実!

※補助条件は、公募要領などを
ご確認ください。

Go！ひろしま奨学金返済支援制度導入企業応援補助金

若年者の採用力の強化、従業員
の定着、人材確保に繋がります。

企業イメージや従業員のモチベーション
向上に期待ができます。

令和７年度
全面

リニューアル!!

手厚い支援と人的資本経営に取り組むことで選ばれる企業に！

学生の２人に１人は
奨学金を受給している
時代！

補助率を引上げました!!

補助上限額を
撤廃しました!!

※補助対象経費は当初の計画の
返済月額・年額の範囲内

人的資本経営とは、人材を「資本」として捉え、
人材への投資などを通じて、その価値を最大限に
引き出すことで、中長期的な企業価値の向上を
目指す経営のあり方です。

※補助要件や公募要領など詳細は県HPを
 ご確認ください。



Q2: 奨学金を受給して大学や専門学校に進学している人はどれくらいいますか？

A2: 日本学生支援機構の調査によりますと、大学生（昼間部）では55.0％、専門学校生では60.6％が

奨学金を受給していると答えています（R4）。比率は年々、増加しています。

Q3: 何故、支援が必要なのですか？また、導入するメリットはなんですか？

A3: 奨学金返済者の借入総額は約310万円、返済は毎月約15,000円が平均※となっており、20代などの

若い世代はまだ収入が少ないため、経済的・心理的に大きな負担と感じている方が多くいます。

（※令和４年労働者福祉中央協議会調査結果）

企業が支援することで返済に対する経済的負担感を軽減し、安心して仕事に専念する環境を整える

ことで、企業の持続的成長を担う人材の確保や育成への投資や採用に繋がります。

広島県 奨学金 応援 検索

Q1: 奨学金返済支援は、どういうことをするのですか？

A1: 企業が、奨学金の返済を抱えている自社の従業員に対して、手当の給付や日本学生支援機構の代

理返還支援制度などを利用することによって、その返済の負担を軽減する社内制度のことです。

Q5: 奨学金返済支援制度導入応援補助金の内容、補助対象となる従業員の要件は？

A5:【要件】 県内に本社・本店を置く中小企業等

 【対象となる支援対象者】 入社１年目までの県内勤務従業員 など

 【対象期間】最長３か年度

 【補助率】 一般企業枠： 2/3以内 人的資本開示企業枠：3/4以内

 【補助上限額】上限額なし（補助対象経費は当初の計画の返済月額・年額の範囲）

 【支援回数の制限】 一般企業枠：３回まで 人的資本開示企業枠：なし

A6: ①申請日において、「広島県人的資本経営研究会」の会員であること

②研究会が公開している人的資本経営に関する「開示ツール」を使用して作成し、研究会事務局の

 事前確認を得た上に提出していること

③申請日において、ツールを用いて作成した開示レポートを自社ホームページ等で一般公開していること

が要件となります。詳しくは担当課にお問い合わせください。

【人的資本経営促進課 人的資本グループ 電話：082-513-3340 FAX:082-222-5521】

Q6: 「人的資本開示企業枠」として、申請するには？

Q7: 日本学生支援機構の「奨学金返還支援（代理返還）」とは？利用するメリットはある？

A7: 「奨学金返還支援（代理返還）」とは、日本学生支援機構（以下、機構）の貸与奨学金を受けて

いた従業員に対し、企業等が返還額の一部または全部を機構に直接送金する制度です。企業メリットと

して、法人税が給与として損金算入できるほか、「賃上げ促進税制」の対象になります。従業員メリットと

して、支援を受けた額について、所得税が非課税になり得るほか、原則として、社会保険料が標準報酬

月額の算定のもととなる報酬に含まれません。

詳しくは機構にお問い合わせください。

日本学生支援機構奨学事業戦略部 奨学事業総務課 電話：03-6743-6029

Q4: 奨学金返済支援制度導入している企業からの声はありますか？

A4:すでに導入している企業からは、「採用活動のアピールポイントになる」、「従業員のモチベーション向上

や会社への帰属意識の向上など、定着に効果を実感している」との声をいただいています。

お問い合わせ先 商工労働局雇用労働政策課

電話：082-513-3424

ホームページ: https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/68/shogakukin-hensai-shien-hojokin.html
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